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全国内航鋼船運航業最低賃金

平成８年１０月３０日 平成８年運輸省最低賃金公示第５号

一部改正平成９年１０月３１日 平成９年運輸省最低賃金公示第５号

一部改正平成１０年１１月２日 平成１０年運輸省最低賃金公示第２号

一部改正平成１３年１１月１日 平成１３年国土交通省最低賃金公示第２号

一部改正平成１８年１２月１日 平成１８年国土交通省最低賃金公示第２号

一部改正平成２０年１２月１日 平成２０年国土交通省最低賃金公示第２号

一部改正平成２６年３月３日 平成２６年国土交通省最低賃金公示第２号

一部改正平成２６年１１月２０日 平成２６年国土交通省最低賃金公示第４号

一部改正平成２７年１２月２日 平成２７年国土交通省最低賃金公示第２号

１ 適用する地域

全国

２ 適用する使用者

船員法（昭和２２年法律第１００号）第１条に規定する船舶であって、国内各港間

のみを航海する鋼船（次の各号に掲げるものを除く。）の船舶所有者（船員法第５条

の規定に基づき、船舶所有者に関する規定の適用を受ける者を含む。）

(1) はしけ

(2) 内航海運業法（昭和２７年法律第１５１号）第２条第１項各号に掲げる船舶

(3) 海上旅客運送業又はサルベージ業に従事する船舶

(4) 平水区域を航行区域とする船舶及び沿海区域を航行区域とする総トン数１００ト

ン未満の船舶

３ 適用する船員

前項の使用者に雇用されている船員であって、同項の船舶に乗り組む職員（船長を

含む。以下同じ。）及び部員

４ 前項の船員に係る最低賃金額（月額）

(1) 職員 ２４５，１５０円

ただし、次の表の左欄に掲げる船舶職員養成施設の課程を修了した職員であっ

て、当該課程修了後の勤務期間がそれぞれ同表右欄に掲げる期間に満たない者に

ついては、２２８，７００円とする。

海員学校（独立行政法人海員学校を含む。以下同じ。）本科

独立行政法人海技教育機構海技士教育科海技課程本科

船舶職員養成施設として指定を受け、又は登録を受けた水産系高等学校

の課程 ４年６月

海員学校乗船実習科

独立行政法人海技教育機構海技士教育科海技課程乗船実習科 ４年

海上保安学校本科

海員学校インターンシップ課程（本科）

独立行政法人海技教育機構海技士教育科海技課程インターンシップ課程

（本科） ３年６月

海員学校専修科

独立行政法人海技教育機構海技士教育科海技課程専修科

船舶職員養成施設として指定を受け、又は登録を受けた水産系高等学校

専攻科の課程

資料２
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海技大学校（独立行政法人海技大学校を含む。以下同じ。）海技士科

（三級海技士（航海科、機関科）第四）

海技大学校海上技術科（航海科、機関科）

独立行政法人海技教育機構海技士教育科海技専攻課程海上技術コース

（航海、機関） ２年６月

船舶職員養成施設として指定を受け、又は登録を受けた商船高等専門学

校（独立行政法人国立高等専門学校機構を含む。）の課程

海員学校インターンシップ課程（専修科）

独立行政法人海技教育機構海技士教育科海技課程インターンシップ課程

（専修科） ２年

独立行政法人海技教育機構海技士教育科海技専攻課程海上技術コース

（航海専修、機関専修） ６月

(2) 部員 １８６，５５０円

ただし、海上経歴３年未満の部員については、１７７，２５０円とする。

この場合において、海上経歴を計算するときは、海員学校の専科、専修科、司

ちゅう・事務科又は独立行政法人海技教育機構海技士教育科海技課程専修科の卒

業者については３年を、その他の海員学校の卒業者又は独立行政法人海技教育機

構海技士教育科海技課程本科の卒業者についてはその修業年限の期間を、船舶職

員養成施設として指定を受け、又は登録を受けた水産系高等学校の課程の卒業者

については２年を、その他の高等学校卒業者については１年を、それぞれ海上経

歴とみなす。

５ 最低賃金に算入しない賃金

(1) 通常の労働日以外の日の労働及び通常の労働時間を超えた時間の労働に対し支払

われる割増手当及びこれらの労働に対応する部分の能率給、歩合給など

(2) 夜間の労働に対し支払われる夜間割増賃金

(3) 臨時的に行う通常の労働以外の労働に対し支払われる作業手当、荷役手当、欠員

手当など

(4) 予期していない事由に基づき支払われる災害の場合の一時金及び支給条件はあら

かじめ確定されているが、支給事由の発生が不確定であり、かつ、まれに支払われ

る結婚手当、退職手当など

(5) １か月を超える期間毎に支払われる夏期・年末手当、賞与、その他これに準ずる

賃金

(6) 通勤手当及び実費弁償として支払われる交通費、旅費、その他これに類するもの

附 則（平成２７年国土交通省最低賃金公示第２号）

この公示は、平成２８年１月１日から効力を生ずる。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

内航海運業の概要

平成２８年８月

海事局内航課
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輸 送 機 関 別 シ ェ ア 及 び 輸 送 活 動 量 の 推 移

○内航海運は、国内貨物輸送の約４割、鉄鋼、石油、セメント等産業基礎物資輸送の約８割を担っている。

○ 国土交通省資料より作成
(注) 品目別輸送機関別シェアは、平成21年度の割合である。

セメント

金属(鉄鋼等) 石油製品
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58.6%
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41.4%
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85.7%
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自動車
7.6%
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（トンキロベース：平成２６年度）
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自動車

50.6％

鉄道
5.0%

航空
0.3%

内航

44.1％

1512
(49.1)

1836
(57.3)

2222
(57.9)

2058
(55.7)

2445
(53.2)

2383
(51.2)

2445
(50.9)

2356
(50.1)

2182
(47.4)

2188
(47.1)

2116
(45.8)

2078
(44.5)

2030
(43.4)

1879
(42.1)

1673
(40.3)

1799
(40.2)

1749
(40.7)

1778
(43.4)

1849
(43.9)

1831
(44.1)

938
(30.4)

899
(28.0)

1238
(32.3)

1414
(38.3)

1869
(40.7)

2008
(43.2)

2125
(44.3)

2118
(45.0)

2182
(47.4)

2221
(47.8)

2269
(49.1)

2349
(50.3)

2403
(51.4)

2348
(52.7)

2268
(54.6)

2462
(55.0)

2340
(54.4)

2100
(51.3)

2141
(50.8)

2100
(50.6)

630
(20.5)

471
(14.7)

374
(9.8) 219

(5.9)

272
(5.9)

251
(5.4)

222
(4.6) 221

(4.7)
228
(5.0)

225
(4.8)

228
(4.9)

232
(5.0)

233
(5.0) 223

(5.0)
206
(5.0)

204
(4.6) 200

(4.7) 205
(5.0)

211
(5.0)

210
(5.0)

0.7
(0.02)

1.5
(0.05)

2.9
(0.08)

4.8
(0.13)

8
(0.17)

9.2
(0.20)

9.9
(0.21)

9.9
(0.21) 10.3

(0.22)
10.6

(0.23)
10.8

(0.23)

10.9
(0.23)

11.5
(0.24)

10.8
(0.24)

10.4
(0.25)

10.3
(0.23)

9.9
(0.23) 10.2

(0.25)
11

(0.26)
11.3

(0.27)

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

S45 S50 S55 S60 H2 H7 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

（億トンキロ）

（年度）

（）内は輸送機関別シェア(%)

自動車

鉄道

内航

航空

6kh3x78n6sjp
テキストボックス
５



内 航 貨 物 輸 送 量 等 の 推 移

○輸送量及び輸送活動量の推移を内航海運のみで見てみると、輸送トン数は大きく減少しているものの、輸
送ﾄﾝｷﾛは横ばいで推移している。これは、短距離の内航輸送の貨物が減少ないしは陸上輸送に転移したこと
が伺えるとともに、内航海運が長距離・大量輸送に適した輸送機関であることを示している。
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内 航 海 運 の 事 業 構 造

○内航海運事業者数は、３，０４０者（平成２８年３月末現在）となっており、減少傾向が続いている。

概 要

１．内航海運業者数 3,510事業者（うち、休止事業者470者） 99.6%が中小企業

２．登録事業者数 2,218事業者（うち、休止事業者237者）

３．届出事業者数 1,292事業者（うち、休止事業者233者）

（注） 登録事業者は100総トン以上又は長さ30メートル以上の船舶を使用する者、届出事業者は
100総トン未満かつ長さ30メートル未満の船舶のみを使用する者である。

内航海運業者の構成ピラミッド（休止事業者を除く）

届出事業者及び
いわゆる「一杯
船主」と呼ばれ
る使用船舶が１
隻以下の登録事
業者(1,091
事業者)で全事業
者数の約７割を
占めている。

登録事業者
(1,981事業者)

内航海運業者合計
(3,040事業者)

届出事業者
(1,059事業者)

○ 海事局資料より作成
（注） ２０１6年４月１日現在。

※昭和４２年度は届出事業者を含まない

6283

3868 3774 3624 3494 3408 3328 3247 3165 3098 3040

内航海運事業者数の推移
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内 航 船 舶 の 推 移

○ 国土交通省資料より作成

○内航船の隻数については、事業者数と同様に一貫して減少が続いているが、一隻あたりの大きさは大型化
する傾向にあり、総トン数は大きくは減少していない（やや減少。ただし近年は微増）。
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内 航 海 運 の 財 務 状 況

○国土交通省海事局資料より作成。
（注）：【 】内は各部に対する割合

（ ）内は固定資産等に対する割合

（単位：百万円）

○内航海運業者の財務状況をみると、資産に占める固定資産の割合は、オペレーターが５９．１％、オーナー
が７２．７％であり、船舶等に依存した資産構成となっている。

○また、自己資本比率は、オペレーターが２７．２％、オーナーが７．８％であり、特にオーナーについては脆
弱な経営基盤となっている。

流動資産

747【40.9%】

・船舶

619(57.2%)

・船舶以外

464(42.8.%)

負債

1,332【72.8%】

資本

498【27.2%】

オペレーター

資産の部
1,830

負債及び純資産の部
1,830

固定資産等
1,083【59.1%】

流動資産

154【27.3%】

・船舶

314(76.4%)

・船舶以外

97(23.6%)

負債

521【92.2%】

資本

44【7.8%】

オーナー

資産の部
565

負債及び純資産の部
565

固定資産等
411【72.7%】
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（平成２８年４月１日現在）

漁　種 

 局　別 事業者数 船舶数(隻) 船員数(人) 組織船員数(人)

①（H.28.4.1） 25 50 498 317

②（H.27.4.1） 26 55 524 339

①　－　② △ 1 △ 5 △ 26 △ 22

①（H.28.4.1） 31 72 443 275

②（H.27.4.1） 31 72 437 265

①　－　② 0 0 6 10

①（H.28.4.1） 82 200 2,451 1,758

②（H.27.4.1） 81 207 2,586 1,924

①　－　② 1 △ 7 △ 135 △ 166

①（H.28.4.1） 7 21 121 68

②（H.27.4.1） 7 21 110 67

①　－　② 0 0 11 1

①（H.28.4.1） 52 104 917 241

②（H.27.4.1） 38 74 643 134

①　－　② 14 30 274 107

①（H.28.4.1） 89 238 1,979 688

②（H.27.4.1） 91 236 1,931 683

①　－　② △ 2 2 48 5

①（H.28.4.1） 127 237 1,589 626

②（H.27.4.1） 126 234 1,537 600

①　－　② 1 3 52 26

①（H.28.4.1） 276 505 3,565 492

②（H.27.4.1） 277 497 3,513 508

①　－　② △ 1 8 52 △ 16

①（H.28.4.1） 389 713 5,565 367

②（H.27.4.1） 391 698 5,396 356

①　－　② △ 2 15 169 11

①（H.28.4.1） 409 798 5,077 1,414

②（H.27.4.1） 427 768 5,057 1,193

①　－　② △ 18 30 20 221

①（H.28.4.1） 15 36 361 271

②（H.27.4.1） 13 33 258 199

①　－　② 2 3 103 72

①（H.28.4.1） 1,502 2,974 22,566 6,517

②（H.27.4.1） 1,508 2,895 21,992 6,268

①　－　② △ 6 79 574 249

最低賃金適用対象事業者数、船舶数及び船員数

内航鋼船運航業

北海道運輸局

東北運輸局

関東運輸局

北陸信越運輸局

沖縄総合事務局

計

中部運輸局

近畿運輸局

神戸運輸監理部

中国運輸局

四国運輸局

九州運輸局

資料４

yoshida-t52x8
四角形

6kh3x78n6sjp
テキストボックス
１０



【職員】

58歳 339,840円 758,000円

30歳 209,570円 246,455円

51.0歳 296,739円 446,810円

520人

【部員】

66歳 246,500円 493,000円

21歳 126,000円 183,150円

40.6歳 220,892円 349,865円

162人

資料説明
1

2 　調査は未組織船員を対象に、101隻（職員520人、部員162人）について回収集計した。

3

人　　数

賃金が最も高かった者

賃金が最も低かった者

平　　均

人　　数

　表中の「計」は、本給、家族手当、職務手当、その他恒常的に支払われる手当及び航海日
当の合計額である。

　国土交通大臣が決定する内航鋼船運航業最低賃金の適用を受ける船舶のうち、未組織船に
乗組む船員に対し、平成28年5月に支給された賃金の実態について調査したものである。

全国内航鋼船運航業船員賃金実態調査

年　　齢 本　　給 計

年　　齢 本　　給 計

賃金が最も高かった者

賃金が最も低かった者

平　　均

資料５
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職員Ａ 職員Ｂ 部員Ａ 部員Ｂ

平成８年 238,800円 221,200円 180,150円 171,700円

平成９年 240,050円 223,600円 181,050円 172,300円

平成１０年 240,950円 224,450円 181,800円 172,950円

平成１３年 241,400円 224,950円 182,100円 －

平成１８年 － － － －

平成２０年 － － 182,850円 173,700円

平成２５年 242,350円 225,900円 183,750円 174,450円

平成２６年 243,350円 226,900円 184,750円 175,450円

平成２７年 245,150円 228,700円 186,550円 177,250円

最低賃金額
年度

全国内航鋼船運航業の最低賃金の改正状況

資料６
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最低賃金の改正に係る参考資料 
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(単位：円)

北海道 H28.3.22 244,300 227,850 185,000 175,850

東北 H28.3.9 244,200 227,750 185,000 175,850

関　東 H28.2.22 245,450 228,700 186,850 177,250

北陸信越 H28.3.22 245,150 228,700 185,800 176,500

中　部 H28.3.24 245,150 228,700 186,550 177,250

近　畿 H28.1.26 245,150 228,700 245,150 186,550 177,250

神　戸 H28.2.9 245,150 228,700 245,150 186,550 177,250

中　国 H28.2.22 245,150 228,700 245,150 186,550 177,250

四　国 H28.3.1 245,150 228,700 245,150 186,550 177,250

九　州 H28.2.22 245,150 228,700 245,150 186,550 177,250

沖　縄 H28.2.22 245,150 228,700 186,550 177,250

区 分
決 定 公 示
年 月 日

部 員 Ａ 部 員 Ｂ職員Ａ 職員Ｂ はしけ長

内航鋼船運航業及び木船運航業最低賃金決定状況（地方運輸局長等関係）
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単位：円
世帯人員

費　 目

25,120 37,110 47,320 57,520 67,720

(27,800) (34,050) (45,800) (57,550) (69,300)

-2,680 3,060 1,520 -30 -1,580

45,890 50,570 46,160 41,760 37,360

(43,190) (58,260) (50,360) (42,460) (34,560)

2,700 -7,690 -4,200 -700 2,800

2,740 6,550 8,050 9,550 11,060

(4,740) (5,950) (7,830) (9,700) (11,580)

-2,000 600 220 -150 -520

33,350 45,190 63,860 82,550 101,230

(27,370) (36,890) (56,030) (75,190) (94,340)

5,980 8,300 7,830 7,360 6,890

8,430 31,100 31,080 31,060 31,050

(11,620) (23,740) (27,100) (30,450) (33,800)

-3,190 7,360 3,980 610 -2,750

115,530 170,520 196,470 222,440 248,420

114,720 158,890 187,120 215,350 243,580

810 11,630 9,350 7,090 4,840

100.7 107.3 105.0 103.3 102.0

※　費目欄の(　　）の数字は、前年金額を示す。

※　費目欄の下段は、対前年との差額を示す。

※　各費目の構成項目

　　　食料費 食料

　　　住居関係費 住居、光熱・水道、家具、家事用品

　　　被服・履物費 被服及び履物

　　　雑費Ⅰ 保健医療、交通・通信、教育、教養娯楽

　　　雑費Ⅱ その他の消費支出（諸雑費、こづかい、交際費、仕送り金）

前年

対前年増減

対前年比
（前年100）

資料出所：「平成２７年人事院勧告（参考資料）」、「平成２８年人事院報告（参考資料）」

食料費

住居関係費

被服・履物費

雑費Ⅰ

雑費Ⅱ

計

費目別、世帯人員別標準生計費（平成２８年４月）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人
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総合 食料 住居
光熱・
　水道

家具・
家事用品

被服及び
履物

保健
医療

交通・
　通信

教育
教養
娯楽

諸雑費

10000 2525 2122 704 345 405 428 1421 334 1145 569

２２年 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

２３年 99.7 99.6 99.8 103.3 94.4 99.7 99.3 101.2 97.9 96.0 103.8

２４年 99.7 99.7 99.5 107.3 91.7 99.7 98.5 101.5 98.2 94.5 103.5

２５年 100.0 99.6 99.1 112.3 89.7 100.1 98.0 102.9 98.8 93.6 104.8

２６年 102.8 103.4 99.1 119.3 93.1 102.2 99.0 105.6 100.6 97.0 108.6

２７年 103.6 106.6 99.1 116.2 94.5 104.5 99.9 103.6 102.3 98.9 109.7

２２年 △ 0.7 △ 0.3 △ 0.4 △ 0.2 △ 4.6 △ 1.2 △ 0.5 1.0 △ 9.6 △ 1.7 1.3

２３年 △ 0.3 △ 0.4 △ 0.2 3.3 △ 5.6 △ 0.3 △ 0.7 1.2 △ 2.1 △ 4.0 3.8

２４年 0.0 0.1 △ 0.3 3.9 △ 2.9 0.0 △ 0.8 0.3 0.3 △ 1.6 △ 0.2

２５年 0.4 △ 0.1 △ 0.4 4.6 △ 2.2 0.3 △ 0.6 1.4 0.5 △ 1.0 1.2

２６年 2.7 3.8 0.0 6.2 3.8 2.2 1.0 2.6 1.9 3.7 3.7

２７年 0.8 3.1 0.0 △ 2.6 1.5 2.2 0.9 △ 1.9 1.6 1.9 1.0

２７年１月 103.1 105.9 99.1 119.2 93.3 100.4 99.3 103.7 101.2 96.3 109.3

２月 102.9 105.5 99.1 118.9 93.3 100.1 99.2 102.8 101.3 96.8 109.2

３月 103.3 105.5 99.1 119.7 93.8 103.1 99.3 103.7 101.5 97.7 109.2

４月 103.7 106.6 99.1 119.4 95.1 105.5 99.9 103.6 102.6 97.5 109.6

５月 104.0 107.2 99.1 119.6 95.2 105.4 100.1 103.9 102.6 98.1 109.7

６月 103.8 106.3 99.1 118.1 95.0 105.2 100.2 104.2 102.6 98.5 109.7

７月 103.7 106.2 99.1 116.0 94.8 102.4 100.3 104.7 102.5 99.6 109.8

８月 103.9 107.1 99.1 114.4 94.5 101.0 100.2 104.4 102.5 101.3 110.0

９月 103.9 107.8 99.1 112.6 94.6 107.1 100.1 103.4 102.6 100.4 110.1

１０月 103.9 107.5 99.1 112.3 95.0 107.7 100.0 103.1 102.6 100.6 110.1

１１月 103.5 106.3 99.1 112.3 94.8 108.4 99.9 103.0 102.6 100.1 110.0

１２月 103.5 106.7 99.1 112.1 94.8 107.6 99.9 102.4 102.6 99.9 110.0

２８年１月 103.0 107.7 99.0 111.2 94.2 102.1 99.9 101.3 102.7 98.1 110.1

２月 103.2 108.4 99.0 110.2 93.9 102.6 99.8 100.7 103.2 99.0 110.0

３月 103.3 108.3 99.0 109.5 94.0 105.3 100.1 100.6 103.2 99.3 110.1

４月 103.4 107.9 99.1 108.6 95.2 107.9 100.5 101.0 104.0 99.5 110.8

５月 103.6 108.1 99.0 108.9 95.5 107.8 100.6 101.1 104.0 100.1 110.8

６月 103.3 107.5 99.0 107.8 95.0 107.3 100.8 101.7 104.0 99.5 110.7

資料出所：総務省統計局「平成２２年基準　消費者物価指数（全国）」

月
別
指
数
・

２２
年
100

消 費 者 物 価 指 数 （ １ ０ 大 費 目 ）

年平均

ウエイト

指
数
・

２２
年
100

対
前
年
比
・
％

6kh3x78n6sjp
テキストボックス
１６



１．決定方式別の最低賃金決定件数及び適用労働者数　　　　　　           　
（28.3末現在）

決定件数
適用労働者
数(百人）

最低賃金審議会の調査審議に基づく最低賃金(法第16条) 282 －
(1) 地域別最低賃金 47 －
(2) 産業別最低賃金 235 31,627
イ  新産業別最低賃金 232 31,593 下記2-1
①　厚生労働大臣決定分 0 0
②　都道府県労働局長決定分 232 31,593

ロ　従来の産業別最低賃金 3 34 下記2-2
①　厚生労働大臣決定分 1 4
②　都道府県労働局長決定分 2 30

２．産業別最低賃金の決定件数、適用使用者数及び適用労働者数           
　２－１　 新産業別最低賃金                                                                    （28.3末現在）

決定件数
適用使用者
数（百人）

適用労働者
数（百人）

食料品・飲料製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　7 4 157
繊維工業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　5 10 150
木材・木製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 1 9
パルプ・紙・紙加工品製造業関係 2 1 92
印刷・同関連産業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　2 10 115
塗料製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　4 1 56
ゴム製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　1 1 57
窯業・土石製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　4 4 117
鉄鋼業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　22 36 1,455
非鉄金属製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　9 11 439
金属製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　4 9 118
一般機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　26 250 5,114
精密機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　7 9 210
電気機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　46 256 10,215
輸送用機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　33 154 8,278

173 757 26,582
新聞・出版業関係 2 22 382
各種商品小売業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　31 18 2,610
自動車小売業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　24 208 1,970
自動車整備業関係 1 10 35
道路貨物運送業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　1 3 14

59 261 5,011
232 1,018 31,593

                                                                               
　２－２　従来の産業別最低賃金             （28.3末現在）

決定件数
適用使用者
数（百人）

適用労働者
数（百人）

1 5 26
1 1 4
1 1 4
3 7 34

注：

合 計

　適用使用者数及び適用労働者数は、事業所・企業統計調査等の結果に基づき推計した適用労働者
数である。

      資料出所：「平成２８年度版最低賃金決定要覧（労働調査会出版局編）」 

小 計
合 計

業 種

木材・木製品・家具・装備品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　
道路貨物運送業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　
全国非金属鉱業(厚生労働省大臣決定)関係

非
製
造
業

決定方式、産業別最低賃金の決定件数、適用使用者数及び適用労働者数

決 定 方 式

業 種

製

造

業

小 計
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798 (47) 780 (47)

対前年度上昇率（％） 2.31 2.09

食料品・飲料製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　755 (7) 750 (7)

繊維工業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 749 (5) 741 (5)

木材・木製品・家具・装備品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　810 (1) 798 (1)

パルプ・紙・紙加工品製造業関係 798 (2) 784 (2)

印刷・同関連産業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 758 (2) 758 (2)

塗料製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 896 (4) 886 (4)

ゴム製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 833 (1) 819 (1)

窯業・土石製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　825 (4) 788 (4)

鉄鋼業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 874 (22) 860 (22)

非鉄金属製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 828 (9) 835 (8)

金属製品製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 848 (4) 803 (5)

一般機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　851 (26) 839 (26)

精密機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　837 (7) 823 (7)

電気機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　826 (46) 814 (46)

輸送用機械器具製造業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　866 (33) 853 (33)

845 (173) 833 (173)

新聞・出版業関係 855 (2) 855 (2)

各種商品小売業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 792 (31) 782 (31)

自動車小売業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 835 (24) 820 (24)

自動車整備業関係 786 (1) 772 (1)

道路貨物運送業関係　　　　　　　　　　　　　　　　　 910 (1) 910 (1)

814 (59) 804 (59)

840 (232) 828 (232)

対前年度上昇率（％） 1.45 1.60

804 (2) 804 (2)

840 (234) 828 (234)

（日　額） （日　額）

5,772 5,772

注１：

注２：

全国を適用地域として決定されている新産業別最低賃金
(0) (0)

（ 厚 生 労 働 大 臣 決 定 ）

       資料出所：「平成２８年度版最低賃金決定要覧（労働調査会出版局編）」 

全国を適用地域として決定されている従来の産業別最低賃金
(1) (1)

（ 厚 生 労 働 大 臣 決 定 ）

　本表の金額は、当該年度末現在において効力を有する地域別最低賃金と産業別最低賃金の適用労働者数による全国加重平均額
（全国を適用地域として決定されている従来の産業別最低賃金（5,772円）は日額。それ以外は時間額）であり、（  ） 内は最低賃金の
決定件数である。

　複数の業種にまたがって設定されているものについては、主な業種に計上している。

地 域 別 最 低 賃 金

産

業

別

最

低

賃

金

新

産

業

別

最

低

賃

金

製

造

業

小 計

非

製

造

業

小 計

合 計

従 来 の 産 業 別 最 低 賃 金

総 合 計

地域別・産業別最低賃金の全国加重平均額

単位：円（件数）

年　度　
２７年度 ２６年度

　事　項　別
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　単位：円 (％)　

ランク
（注１、２）

　年度
引上げ
額

引上げ
率

引上げ
額

引上げ
率

引上げ
額

引上げ
率

引上げ
額

引上げ
率

平成17年度 3 (0.43) 3 (0.45) 3 (0.47) 2 (0.33) (0.42)

平成18年度 4 (0.57) 4 (0.60) 3 (0.47) 2 (0.33) (0.46)

9 (1.39) 6 (0.98)
～ ～ ～ ～

10 (1.54) 7 (1.14)

平成20年度 15 (2.07) 11 (1.61) 10 (1.52) 7 (1.13) (1.48)

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

（注）１

２ ．Ａ～Ｄのランクは、各都道府県の経済実態に基づき区分されたもの。

３ ．平成26年度の最低賃金額の改定の結果、最低賃金が生活保護水準を下回る地域は解消された。

．各ランクごとの引上げ額（改定の目安）は、最低賃金（時間額）に対する金額である。

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク１９円、Ｂランク１８円、Ｃ・Ｄランク１６円

　下記「1.」の金額とする
　1. Ａランク２５円、Ｂランク２４円、Ｃランク２２円、Ｄランク２１円

平成19年度 19 (2.69) 14 (2.09)

平均
引上げ率

地域別最低賃金額改定の目安の推移

Ａランク Ｂランク Ｃランク Ｄランク

　下記「1.」の金額とするが、最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、
「1.」と「2.」を比較して大きい方の金額
　1. Ａランク５円、Ｂ～Ｄランク４円
　2．答申において示された乖離額の解消に関する考え方を参酌し、各地方最低賃金
　　 審議会が定めた額

　下記「1.」の金額とするが、最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、
「1.」と「2.」を比較して大きい方の金額
　1. Ａランク１９円、Ｂランク１２円、Ｃ・Ｄランク１０円
　2．答申において示された乖離額の解消に関する考え方を参酌し、各地方最低賃金
     審議会が定めた額

　下記「1.」の金額とするが、最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、
「1.」と「2.」を比較して大きい方の金額
　1. Ａランク１９円、Ｂランク１５円、Ｃランク１４円、Ｄランク１３円
　2．答申において示された乖離額の解消に関する考え方を参酌し、各地方最低賃金
     審議会が定めた額

(1.62)

　最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、答申において示された乖離額
の解消に関する考え方により算出される金額
　その他の地域については、現行水準の維持を基本として引上げ額の目安は示さな
いことが適当

　原則として下記「1.」の金額
　最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、「1.」と「2.」を比較して大
きい方の金額
　1．Ａ～Ｄランクですべて１０円
　2．答申において示された、乖離額の解消に関する考え方により算出された金額

　下記「1.」の金額とするが、最低賃金が生活保護水準を下回る地域については、
「1.」と「2.」を比較して大きい方の金額
　1. Ａランク４円、Ｂ～Ｄランク１円
　2．答申において示された乖離額の解消に関する考え方を参酌し、各地方最低賃金
　   審議会が定めた額
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時間額 発効年月日 時間額 発効年月日
円 円 円 円

780 －－ 16 798 －－ 18
東　　京 888 26.10. 1 19 907 27.10. 1 19
神 奈 川 887 26.10. 1 19 905 27.10.18 18
大　　阪 838 26.10. 5 19 858 27.10. 1 20
愛　　知 800 26.10. 1 20 820 27.10. 1 20
千　　葉 798 26.10. 1 21 817 27.10. 1 19
埼　　玉 802 26.10. 1 17 820 27.10. 1 18
京　　都 789 26.10.22 19 807 27.10. 7 18
兵　　庫 776 26.10. 1 15 794 27.10. 1 18
静　　岡 765 26.10. 6 16 783 27.10. 3 18
三　　重 753 26.10. 1 16 771 27.10. 1 18
広　　島 750 26.10. 1 17 769 27.10. 1 19
滋　　賀 746 26.10. 9 16 764 27.10. 8 18
栃　　木 733 26.10. 1 15 751 27.10. 1 18
長　　野 728 26.10. 1 15 746 27.10. 1 18
茨　　城 729 26.10. 1 16 747 27.10. 4 18
富　　山 728 26.10. 1 16 746 27.10. 1 18
岐　　阜 738 26.10. 1 14 754 27.10. 1 16
北 海 道 748 26.10. 8 14 764 27.10. 8 16
福　　岡 727 26.10. 1 15 743 27.10. 4 16
奈　　良 724 26.10. 3 14 740 27.10. 7 16
群　　馬 721 26.10. 5 14 737 27.10. 8 16
山　　梨 721 26.10. 1 15 737 27.10. 1 16
石　　川 718 26.10. 5 14 735 27.10. 1 17
和 歌 山 715 26.10.17 14 731 27.10. 2 16
岡　　山 719 26.10. 5 16 735 27.10. 2 16
福　　井 716 26.10. 4 15 732 27.10. 1 16
山　　口 715 26.10. 1 14 731 27.10. 1 16
新　　潟 715 26.10. 4 14 731 26.10. 3 16
宮　　城 710 26.10.16 14 726 27.10. 3 16
香　　川 702 26.10. 1 16 719 27.10. 1 17
福　　島 689 26.10. 4 14 705 27.10. 3 16
青　　森 679 26.10.24 14 695 27.10.18 16
秋　　田 679 26.10. 5 14 695 27.10. 7 16
山　　形 680 26.10.17 15 696 27.10.16 16
徳　　島 679 26.10. 1 13 695 27.10. 4 16
愛　　媛 680 26.10.12 14 696 27.10. 3 16
熊　　本 677 26.10. 1 13 694 27.10.17 17
大　  分 677 26.10. 4 13 694 27.10.17 17
鹿 児 島 678 26.10.19 13 694 27.10. 8 16
鳥　　取 677 26.10. 8 13 693 27.10. 4 16
島　　根 679 26.10. 5 15 696 27.10. 4 17
佐　　賀 678 16.10. 4 14 694 27.10. 4 16
長　　崎 677 26.10. 1 13 694 27.10. 7 17
宮　　崎 677 26.10.16 13 693 27.10.16 16
岩　　手 678 26.10. 4 13 695 27.10.16 17
高　　知 677 26.10.26 13 693 27.10.18 16
沖　　縄 677 26.10.24 13 693 27.10. 9 16

全国加重平均額

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

資料出所：「平成28年度版最低賃金決定要覧（労働調査会出版局編）」

地域別最低賃金額一覧

目安が適用 ２６年度最低賃金額 対前年度
増減額

２７年度最低賃金額 対前年度
増減額されるランク

6kh3x78n6sjp
テキストボックス
２０



内容 経済成長率

（ベア率） （ＧＤＰ）

16 8月6日 なし －－ －－ 0.2 0.0 1.67

17 8月15日 0.36△     
給与法公布日
の翌月 勧告どおり 0.5 0.3 △      1.71

18 8月8日 なし －－ －－ 0.7 0.3 1.79

勧告どおり

（指定職は見送り）

20 8月8日 なし －－ －－ 4.6 △      1.4 1.99

21 8月11日 0.22△     
給与法公布日
の翌月 勧告どおり 3.2 △      1.4 △      1.83

22 8月10日 0.19△     
給与法公布日
の翌月 勧告どおり 1.4 0.7 △      1.82

23 9月30日 0.23△     
給与法公布日
の翌月 勧告どおり 1.3 △      0.3 △      1.83

24 8月8日 なし ※ －－ 0.0 0.0 1.78

25 勧告なし －－ ※ －－ 1.7 0.4 1.80

26 8月7日 ０.２７ 4月1日 勧告どおり 1.5 2.7 2.19

27 8月6日 ０.３６ 4月1日 勧告どおり 2.2 0.8 2.38

28 8月8日 ０．１７ 4月1日 ― ― ― 2.14

(資料出所) １．内閣府（経済成長率（ＧＤＰ）、名目、対前年比）
２．総務省統計局（消費者物価指数、対前年比）
３．厚生労働省（「民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況」、春闘賃上げ率＝定昇込み）

※：

給与勧告の実施状況等

人事院勧告
勧告の実施状況

（国会決定）

経済社会事情

年度 勧告月日 実施時期
消費者物価
（年平均）

春闘賃上率

1.87

国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律に基づき、平成24年4月から給与減額
支給措置を実施（平成26年3月まで）

19 8月8日 0.35 4月1日 0.8 0.0 
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